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Some believe that the Chinese young-generation have strong mind to get high salary job, and strong 
mind of “privatism”. These views assumed that they don’t prefer working in Japanese enterprises which 
have strong “collectivism” and salary-equalitarianism. However, China Best Employer Award 2016 and its 
related papers infer the Chinese young-generation born after 1990’s have a tendency of collectivism in 
their working vision, and they don’t have so strong mind to get higher and higher salary. The Chinese 
market has been becoming bigger and bigger, and Japanese enterprises should get excellent Chinese 
young employees to create new business.  So this paper will examine the affinity between the Chinese 
young-generation born after the 1990’s and Japanese enterprise’s culture. 















減っているという向きもあるが，実際には 90后（90年代生まれ）の人口は 2.1億人，80后は 2.2億
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人おり，70后の 2.1億人に比べてそれほど出生数は減っていない。90后と 80后の合計人口は 4億人
を超え，ASEAN市場や北米市場，EU市場に肉薄する大きな市場である。さらに，この階層世代は
ニューファミリーとして世帯を築き，子どもを産み大量消費をしていく世代である。また，中国の大






























 1 『2016年中国最佳雇主』のサイトは， http://best.zhaopin.com/　本項 3章に，このレポートの説明を記述。
 2 本部分（箇条書き）は，飯田（1998年）を元に筆者の論考も交えて記述している。なお，ここに挙げた米国企業や日本企業
の特徴は，1990年代以前の論考である。
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408万人の内訳は，男女では「男性 47.28％，女性 52.72％」。年齢分布は「20歳以下 2.9％，21‒25




就業状況は「就業中 71.9％，学生 17.2％，待機・失業中・他 11.0％」。所属組織の形態は，「民間
企業 56.7％，国有企業 16.8％，外資（香港・台湾を含む）10.1％，合資企業 8.6％，政府機関 3.8％，
非営利団体 0.6％，その他 3.4％」。職務分布では「一般社員 48.8％，係長・課長レベル 23.1％，専門
技術員 16.4％，ミドル・マネジメント 10.6％，トップ・マネジメント 1.0％」。所属業界は「IT/通信/
電子/インターネット関連 25.0％，金融業 18.4％，生産/加工/製造で 12.2％，貿易/問屋/小売/不動産
賃貸 10.2％，不動産開発/建設業 7.9％，サービス業 6.5％，商業サービス 3.4％，交通/運輸/物流/倉
庫 3.0％，エネルギー/鉱業/環境関係 2.7％，文化/マスコミ/娯楽/スポーツ 2.2％，政府/非政府機構
2.2％，教育/工芸美術/博物館 2.6％，農林水産牧畜 0.5％，その他 4.0％」と示されている3。
収入分布は「2,000元以下 4.7％，2,001‒4,000元 32.7％，4,001‒6,000元 27.2％，6,001‒8,000元
12.2％，8,001‒10,000元 7.0％，10,001‒15,000元 7.4％，15,001‒20,000元 1.9％，20,000元以上 6.9％」
である。
30歳以下の 90后が 82％の調査であるが，この平均像としては，6,000元以下（日本円にして月収
10万円以下）が全体の 64.6％である。なお，2万元以上（日本円にして 32万円以上）が 7％近くおり，
15人に 1人くらいは 2万元以上の収入となる。
 3 ニッセイ基礎研究所の片山ゆきのレポート（2016年）も，同様の業界分布が示されている。









① Tencent，②招商銀行，③ BMW中国，④阿里巴巴，⑤ PICC，⑥万科企業，⑦中国平安，⑧ IBM中国， 
⑨MercedesBenz中国，⑩ Starbucks中国，⑪中国一汽，⑫百度，⑬ VOLKSWAGEN中国，⑭ SF Express，⑮ JD.COM京東， 
⑯WWW.360.CN，⑰北京汽車集団，⑱中国民生銀行，⑲海航集団，⑳ IKEA中国，㉑ A.D.SMITH，㉒中国南方航空， 
㉓徳邦物流，㉔中国東方航空，㉕鳳凰網，㉖Haier，㉗新東方教育科技，㉘Hisense，㉙広汽Honda，㉚陽光城集団
B.　「大学生評価 Best10」
① IBM中国，②国美電器，③ Nestle中国，④完美世界，⑤ IKEA中国，⑥万達集団，⑦ Lenovo，⑧ Tencent，⑨ sina新浪， 
⑩ CIMC中集
C.　「女性評価 Best10」
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社員の尊重 福利厚生 公平原則 業績給与 企業文化 能力向上
全体 6.91 6.79 6.40 6.23 5.93 5.87
男性 6.89 6.85 6.46 6.11 5.92 5.99
女性 6.93 6.69 6.30 6.41 5.95 5.70
大学生 7.96 6.58 6.59 6.06 6.26 5.73
　 健康な職場 企業の発展 人間関係 昇進機会 社員合意 合理的評価
全体 5.83 5.80 5.76 5.62 5.52 5.43
男性 5.69 5.92 5.75 5.56 5.52 5.34
女性 6.03 5.61 5.77 5.70 5.53 5.56
大学生 5.72 5.83 5.91 4.85 6.01 5.12




全体 5.23 5.13 4.96 4.69 4.00 3.91
男性 5.39 5.13 4.78 4.71 4.06 3.93
女性 5.00 5.14 5.22 4.66 3.91 3.88
大学生 6.74 3.66 4.91 4.01 4.22 3.83
小質問の 18項目で上位にあるのは，「社員の尊重」，「福利厚生」，「公平原則」，「業績に応じた給
与」，「社員を引き付ける企業文化」，「個人の能力向上」である。
『新民周刊』の 2017年 5月 3日記事「Z時代迷之奮闘観」には，95后の就業観の調査結果が載っ
ている。95后の大学生たちが求める就業観の要素には，32％が「10年以内に自分が夢想する仕事を
始める」としており，「キャリアの発展機会」（19％），「職業の安定性」（19％），「友好的な就業環境」




































 5 『新民周刊』の記事は http://www.xinminweekly.com.cn/News/Content/8778を参照。
 6 松浦（2008年）によれば，調査対象の上海の 80后の女性たちが「仕事に高いストレス」（27％）を感じ，「給料が低い・お
金が足りない」（14％）というプレッシャーを感じていた。
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職業技能向上 自己実現 自己完結 指導 ･管理者 昇進ステップ明示
全体 42％ 41％ 40％ 35％ 31％
男性 39％ 40％ 37％ 38％ 27％
女性 48％ 41％ 44％ 30％ 37％
自己革新 専門家ポジション 自分の仕事 競争的境遇 社会に貢献
全体 20％ 19％ 18％ 18％ 8％
男性 22％ 25％ 18％ 18％ 8％





























男性 27％ 68％ 5％
女性 38％ 58％ 4％
〈現在の就業先での就業年数〉
5年以上 4年以上 1～3年 1年未満
男性 10％ 15％ 46％ 29％


















 7 日本の若者の 3年以内離職率は，厚生労働省の「新規学卒者の離職状況（平成 25年 3月卒業者）」を参照した。なお社員 30
人以下の企業では大学卒の 50％以上が 3年以内に転職経験，サービス業の 50％近くが転職経験をしている。高卒だと大学
卒よりも高い離職傾向を示している。就業先や学歴などによって，離職状況が変わるようである。　http://www.mhlw.go.jp/
stf/houdou/0000140526.html
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④ベスト企業の評価要因の変化
1位 2位 3位 4位 5位
2016年度 社員の尊重 社員合意の決定 法準拠の雇用 
契約 ･社会保険
個人の成長機会 就業後の昇給期待





社員の尊重 就業後の昇給期待 個人の成長機会 社員合意の決定







　 1位 2位 3位 4位 5位
2016年度 社員の尊重 就業後の昇給期待 公平の原則 福利厚生 企業文化
2015年度 社員の尊重 人間関係 公平の原則 福利厚生 企業の社会責任











外資企業 国有企業 私企業 政府部門 国家機関 NGO 起業
女性 41.9％ 21.4％ 19.0％ 7.6％ 12.6％ 2.1％ 3.0％
男性 31.5％ 22.2％ 21.6％ 9.4％ 9.7％ 0.7％ 4.9％
非農戸籍 39.6％ 22.5％ 21.9％ 9.7％ 12.2％ 2.0％ 4.3％
農業戸籍 31.3％ 18.8％ 16.3％ 6.4％ 10.3％ 1.1％ 3.8％
 8 なお，“法準拠の雇用契約・社会保険”が 2014年に 1位になっているのは，「曖昧であった雇用契約や社会保険の制度に対
する意識が高まった」（北京の大学関係者の語り）とのことらしい。








外資企業 国有企業 私企業 政府部門 国家機関 NGO 起業
211大学 40.3％ 22.7％ 15.8％ 8.7％ 7.1％ 0.8％ 4.6％









～2千元 2～4千元 4～6千元 6～8千元 8～1万元 1～1.5万元 1.5～2万元 2万元～
全体 4.7％ 32.7％ 27.2％ 12.2％ 7.0％ 7.4％ 1.9％ 6.9％
女性 5.7％ 38.1％ 24.2％ 11.6％ 6.7％ 7.3％ 1.9％ 4.4％
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ローバル社員 4万人，平均年齢 29歳），Tencent（グローバル社員 2.7万人強，平均年齢は 30歳弱），
 9 “Z世代”は，新民周刊の「Z時代迷之奮闘観」（2017年 5月 3日記事），Forbes Japanの「Z世代とミレニアム世代，企業
が知っておくべき 4つの違いとは」（2017年 1月 16日記事）、東洋経済オンライン「Z世代について知っておくべき 5つの
こと、これまでとは全然違う 10代の行動様式」(2015年 10月 28日），WJSchroerの“Generations X,Y, Z and the Others” 
を，インターネットで検索し参照した。（2017年 7月 10日閲覧）。
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片山ゆき（2016年），「中国の「さとり世代」―就職難で政府は躍起も，「別に…」で温度差」（ニッセイ基礎研究所 2016-07-12記事）
デロイト・トーマツ（2015年），「中国市場における人事ガバナンスのあり方　日本人が誤解しがちな中国労働市場と就労観」（人
事・組織コンサルティング ニュースレター Initiative Vol. 79記事）
Tokyo Panda（2013年），『《80後・90後》中国ネット世代の実態』 （角川 SSC新書）
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